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【目標】

関西の港湾活動の事業継続計画（ＢＣＰ）策定に向けた検討（案）
－ 関西の産業活動を支える空港、道路とも連携 －

○ 港湾物流の特殊性から、港湾の機能継続は、港湾（航路、岸壁等）の機能、
海運事業者や港湾運送事業者の機能、税関・出入国管理・検疫（ＣＩＱ）の機能、

【目標】
災害時における港湾機能継続のための広域協働体制（港湾活動のＢＣＰ）を構築し、港湾活動の維持・早期復旧を目指す。

関西の産業活動を支えるＢＣＰ
海運事業者や港湾運送事業者の機能、税関 出入国管理 検疫（ Ｑ）の機能、
港湾に接続する主要道路の通行機能が整って、初めて継続を確保することが
可能。

○ このため、大規模災害発生時において、円滑な復興を果たすため、国、各港
湾管理者、港湾関係者等が関西全体として連携できる仕組みを作り、企業の

関西の産業活動を支えるＢＣＰ

港湾活動のBCP

（Business Continuity
Plan）

第３回大阪湾港湾機能継続計画推進協議会 （H24 10 23）

湾管理者、港湾関係者等 関西 体 し 連携 きる仕組みを作り、企業
参加も得た、港湾活動の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定に向けた検討を行う。

船社のＢＣＰ

パイロット
（水先人）
のＢＣＰ

港運会社
のＢＣＰ
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Plan）

平成２４年度の取り組み平成２４年度の取り組み

・第３回大阪湾港湾機能継続計画推進協議会 （H24.10.23）
・第４回大阪湾港湾機能継続計画推進協議会 （H25.1.24）
・第５回大阪湾港湾機能継続計画推進協議会 （H25.3予定）

・海溝型地震大阪湾ＢＣＰ（案）の検討及び上町断層帯地震大阪湾ＢＣＰ
（案）のフ ロ ア プを行う

倉庫業の
ＢＣＰ

海保・運輸局・
ＣＩＱのＢＣＰ

タグ（引船）の
ＢＣＰ

港湾管理者
のＢＣＰ

陸運業
ＢＣＰ（案）のフォローアップを行う。

近畿地方整
備局のＢＣＰ

道路管理者

関空会社
のＢＣＰ

航空会社

フォワーダー
のＢＣＰ

のＢＣＰ

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

電力、通信等
のＢＣＰ

空 港 道 路

道路管理者
のＢＣＰ

大阪航空局
のＢＣＰ

航空会社
のＢＣＰヒアリング調査

（港湾管理者、事業者等）

大阪湾ＢＣＰ協議会

設立調整

大阪湾ＢＣＰ協議会

設立・開催（１、２回）

大阪湾ＢＣＰ協議会

開催（３、４、５回）

港湾活動ＢＣＰ委員会開催 港湾活動ＢＣＰ検討
委員会 催

上町断層帯地震での大
阪湾 （案） 策定

海溝型地震における大阪湾
（案） 検討 上町断層
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のＢＣＰ のＢＣＰ（１、２、３回）、検討部会の設
置、ＢＣＰ原案、活動指針（案）

委員会開催（４回） 阪湾ＢＣＰ（案）の策定 ＢＣＰ（案）の検討、上町断層
帯地震における大阪湾ＢＣＰ

（案）のフォローアップ

発災時に必要な協定を検討・締結



災害に強い物流システムの構築

物流専門家の派遣

営業倉庫等民間施設の使用

広域物資拠点施設

（１次集積地）

避難所への配送

民間の施設・ノウハウを活用した災害に強い物流システムの構築に関する協議会（近畿）

物資拠点施設

（２次集積地）

物流専門家による保管管理・仕分け

民間の施設 ノウハウを活用した災害に強い物流システムの構築に関する協議会（近畿）

○国、近畿2府4県、関西広域連合、有識者、倉庫協会、トラック協会、物流事業者等で構成

○平成23年度に民間108の施設を物資拠点として選定し、災害時における国・自治体・物流事業者等の役割分担を明確化。

災害時 成 年度 締結 た災害協定 基づき 自治体が物流事業者等を物流専 家と 広域物資拠点施設 物資拠点施設 派遣○災害時には平成24年度に締結した災害協定に基づき、国・自治体が物流事業者等を物流専門家として広域物資拠点施設や物資拠点施設に派遣。

平成24年度

災害協定の締結

物流関係団体と自治体は、災害時における当該施設の利用又は物
流事業関係者の広域物資拠点への派遣を含めた協定の締結・見直
し

支援物流に関するシミュレーション

支援物流に関するシミュレーション訓練計画の策定

地域防災計画への反映

災害対策基本法に基づく各地域の防災計画に支援物資物流体制を
反映

訓練の実施

複数の被害想定の検証
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